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4 4 4 4 4 4
に資するため」と拡大されたことにより、今後は従来の紛争
に加えて、「その他の活動」の範囲をめぐる紛争も発生することが予想される
が、本稿で扱う事例はこの平成24年改正前の政務調査費といわれていた時期の
事例ではあるものの、観光旅行や私的流用等の目的外支出として争われた単純
な事例ではなく、議員が住民訴訟を提起した場合、それに係る費用を政務調査
費を以て賄えるかという、他に類例をみないケースであり、そこに筆者が本事
件をとり上げた理由もあるのである。
　事件は東京都目黒区の区議である原告が、目黒区は庁舎移転に伴い本庁舎跡
地等を売却するに当たり、三菱商事株式会社の本件跡地等の利用計画案を第１
位と評価して、同社に本件跡地等を72億円で売却したが、購入希望価格を最高
価格111億1000万円とする提案をした業者に売却すべきであった旨主張して、
監査請求を経た上で、目黒区の執行機関を被告として、当時の目黒区長らに対
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してその差額相当額の39億1000万円の損害賠償請求をするよう求める住民訴
訟を東京地裁に提起したことがきっかけである。すなわち原告はこの住民訴訟
の証拠及び参考にするためとして、目黒区情報公開条例に基づき、目黒区が購
入希望者の本件跡地等の利用計画案を審査するために設け、三菱商事株式会社
の提案を第１位と評価した「目黒区本庁舎跡地等土地利用計画審査委員会」（目
黒区がこうした委員会の評価に従ったことは上述のとおりである）の会議の録
音テープの開示を請求し、貸出しという方法による一部開示を受けるとそれの
反訳、ダビングを専門業者に依頼し、その費用として３万1775円を支払い、ま
た住民訴訟の口頭弁論期日における目黒区職員の証言及び原告本人の供述を反
訳した速記録の作成を速記業者に依頼してその費用として７万5600円を支払
い、さらに東京地裁による原告の訴えのうち一部を却下し、残りの請求をいず
れも棄却する旨の判決を受けて東京高裁に控訴した際控訴提起手数料及び納付
郵券に用いるため収入印紙と切手を購入し、その費用として計２万8350円を支
払ったが、原告が以上の３件支出の合計13万5725円を目黒区長から平成17年
度分政務調査費として交付された204万円のうちから支出したところ、目黒区
の住民であり、目黒区の議員であった訴外Ａはこうした政務調査費からの住民
訴訟に係る費用の支出は違法又は不当であるとして、必要な措置を求める旨の
監査請求をしたのである。
　それに対し目黒区監査委員は、本件各支出はいずれも住民訴訟のためにされ
たものであり、政務調査費の使途として認められないとして、目黒区長に対し、
原告に13万5725円を不当利得として返還請求をすることを勧告するとともに、
この監査結果を公表したが、目黒区長がこうした監査結果を受けて、原告に対
する平成17年度分の政務調査費のうち13万5725円の返還を命じたところ（以下
この返還の命令を「本件処分」という）、原告は目黒区長に対する異議申立て
を経て、本件３支出は適正な支出であるから本件処分は違法であるとして、そ
の取消しを求める訴えを提起したのが本事件である。すなわち簡単にいえば、
本事件では住民訴訟に係る費用を議員に対して調査研究のため交付された政務
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調査費から支出したことが、政務調査費という制度の趣旨に適うか否かが争わ
れたわけであるが、一・二審判決（19）と最高裁判決（20）では判断が分かれている。
　本件処分を取り消した一審判決は、先ず、「地方財務行政の適正な運営を確
保するという目的を有する住民訴訟の提起及び遂行は、議員による区政に関す
る調査研究活動と、その目的において重なり合いを有するものであるというこ
とができる」とのべ、住民訴訟と議員の区政に関する調査活動は目的を同じく
するという。そして続けて、「原告は、本件売却に係る別件住民訴訟に限らず、
目黒区の財務行政にかかわる多数の住民訴訟の提起及び遂行をしており、その
手続において明らかとなった目黒区の主張や職員等の証言を基に、当該住民訴
訟に係る財務会計行為に関して、当該住民訴訟外においても、選挙公報におけ
る広報、目黒区議会における質問、ホームページ及び広報紙による住民への情
報提供等を積極的に行っていることが認められる。そうすると、原告による住
民訴訟の提起及び遂行並びに住民訴訟によって得た情報等に基づく様々な活動
は、原告が行う区政の調査、研究及び追及のための重要な手段であるというこ
とができる」とのべる。すなわち原告が提起し、遂行する住民訴訟は、原告が
議員として行う区政の調査、研究、追及に有効、有用な役割を果たすものであ
るとするのである。
　こうして判決は原告による住民訴訟の提起及び遂行は、原告の議員としての
区政に関する調査研究活動と目的を共通にし、またそれを行うための重要な手
段であるとして、両者は密接な関連性を持つことを強調するのであるが、さら
に判決は住民訴訟の提起及び遂行は、特に議会において多数会派に所属しない
議員にとっては、区政の調査及び追及をするための有効な手段となり得るもの
であって、住民に対する影響力も大きいものと認められると付け加えている。
　こうなると当然本件３支出は適法ということになるわけであるが、判決はこ
うした結論を「原告が、別件住民訴訟の提起及び遂行によって得た情報等を基
に、本件売却に係る目黒区の事務について、議会における追及や区民に対する
情報提供等を積極的に行っていることが認められることを考慮すると、本件各
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支出は、目黒区の事務及び地方財政に関する調査研究に要する経費として、い
ずれも本件使途基準（「目黒区政務調査費の交付に関する条例」に基づいて定
められた「目黒区政務調査費の交付に関する規程」－以下単に「規程」という
－５条が定める別表に掲げられた使途基準〔「調査研究費」、「研修費」、「会議
費」、「資料作成費」、「資料購入費」、「広報費」、「事務所費」、「事務費」、「人件
費」の９項目が挙げられている〕のこと－筆者）の『調査研究費』に該当する
ものというべきであるから、区政に関する調査研究に資するために必要な経費
以外の経費に係る支出であるということはできず、その支出が違法又は不当な
ものであるということはできない」と判示している。
　なお判決は、住民訴訟は「住民」の立場で行うものであるから、議員の立場
で行われる政務調査活動とはなり得ないとの被告目黒区の主張を、「当該住民
訴訟における主張、立証その他の審理を通じて、地方財務行政に係る事務に関
する事項が明らかとなれば、当該住民訴訟の原告となった議員は、住民訴訟に
よらないで当該事務に関する調査研究を行ったのと同等又はそれ以上の情報等
を取得し、それを議会における審議等に活用し得るものと考えられるから、結
局、そのような場合には、当該議員は区政に関する調査研究を行なったものと
評価することができるというべきである」として退けている。
　要するに議員としての活動に有用な事項を明らかにするものである限り、そ
の手段が司法手続であっても、それは議員としての調査研究と評価し得るとい
うわけであるが、明らかにする主体はあくまでも司法手続であり、原告として
の議員がその手続においていかなる役割を果たそうとも、それを議員としての
調査研究とみなすことは筆者にはいささか無理があるように思われる。いわば
司法手続において明らかとなった事項や事情を結果的に議員としての活動に際
して利用するというのが実体であって、そうした司法手続の提起や遂行そのも
のと議員としての調査研究を重ね合わせるのは、「調査研究」という語の拡大
というべきであろう。
　しかし二審判決も、「民主主義社会における議員の議会活動の重要性にかん
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がみても、・・・政務調査費の使用が許される『議員の調査研究』・・・ない
しは『議員が行う目黒区の事務に関する調査研究』（改正前の地方自治法100条
13項及び前記の規程５条が定める別表の使途基準中の「調査研究費」について
の文言―筆者）はこれを狭く解すべきではなく、明らかに議員の議会活動に反
映・寄与しないあるいは反映・寄与の程度が相当に低いと認められる行為を除
いて、直接及び間接に議員の議会活動に反映・寄与する行為であれば、これを
広く政務調査費の使用が許される『議員の調査研究』ないしは『議員が行う目
黒区の事務に関する調査研究』に当たるものと解すべきである」とし、また、
「議会の活性化を図り議会の審議能力を強化することを目的として交付される
政務調査費の使用が許される『議員の調査研究』ないしは『議員が行う目黒区
の事務に関する調査研究』、すなわち、直接及び間接に議員の議会活動に反映・
寄与し得る行為と、地方財務行政の適正な運営を確保することを目的とする住
民訴訟の提起・追行とは、財務会計行為に関しては、その趣旨・目的において
重なり合う面があるものというべきであり、住民訴訟の提起・追行も『議員の
調査研究』ないしは『議員が行う目黒区の事務に関する調査研究』の一環とし
てなされ得るものと解すべきである」として、一審判決を維持した。
　一審判決も議員による住民訴訟の提起・追行が政務調査費の使途基準の一つ
として掲げられた「調査研究」の一環であるとのニュアンスをにじませてはい
るが、それとは明言していないのに対し、上述のように二審判決はそのことを
ストレートに明言し、より踏み込んで政務調査費から住民訴訟に係る費用を支
出することの適法性を強調するのである。
　しかし最高裁は政務調査費という制度の趣旨からすれば、規程５条が定める
別表が掲げている使途基準において調査研究費の内容とされている「議員が行
う目黒区の事務に関する研究」とは、議員の議会活動の基礎となる調査研究に
要する経費をいうものであり、議員としての議会活動を離れた活動に関する経
費ないし当該行為の客観的な目的や性質に照らして議員の議会活動の基礎とな
る調査研究活動との間に合理的関連性が認められない行為に関する経費は、こ
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れに該当しないものというべきであるとした上で、「しかるところ、住民訴訟
の提起（上訴の提起を含む。以下同じ。）及び追行は、地方議会の制度とは別
箇独立の自己完結的な訴訟制度を通じて地方公共団体の執行機関又は職員の財
務会計上の違法な行為又は怠る事実を是正し又は予防することを目的とし、裁
判所に対し法令と証拠に基づく法的判断を求めて請求の実現を図り攻撃防禦を
行う司法手続上の争訟活動を内容とする行為であり、客観的にみて、議会の審
議能力の強化を図るために議会の議員活動の基礎となるものとして情報や資料
を収集する調査や研究の活動とは、本来の目的や性質を異にするものである。
住民訴訟の結果として違法な行為等の是正がされることがあるとしても、その
是正は議会を通じて行われるものではないから、このことをもって、住民訴訟
の提起及び追行それ自体と上記のような議員の議会活動の基礎となる調査研究
活動とが客観的にみて本来の目的や性質を同じくするものであるということは
できない」とするのである。
　こうなると当然、「住民訴訟の提起及び追行は、その客観的な性質に照らし
て、それ自体としては、議員の議会活動の基礎となる調査研究活動との間に合
理的関連性が認められないものというべきである」という、一・二審判決とは
異なる結論が導かれることになるが、最高裁判決はさらにこのことを念を押し
て、「それ（住民訴訟―筆者）によって得られた情報等が議員の議会活動のた
めに用いられ、あるいはそれを契機として当該争訟の内容が議会での議論の対
象となることがあり得るとしても、これらは単に結果として生じ得る事実上の
影響にすぎず、このような事実上の影響が結果的に生じ得ることをもって直ち
に、住民訴訟の提起及び追行それ自体について議会活動の基礎となる調査研究
活動との間に合理的関連性が認められることになるとは解されない」といい、
また、「議員による住民訴訟の提起及び追行それ自体のために費用が支出され
た場合には、当該支出は、本件使途基準の調査研究費の支出に該当しないもの
というべきである」という。
　筆者も先に簡単ながら同旨をのべたから、最高裁のこうした判断は妥当だと
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考えるが、ただ最高裁はこうした判断から直ちに本件３支出を違法又は不当と
しているわけではない。
　すなわち最高裁は上に紹介した判断に続けて、「もっとも、住民訴訟を提起
し追行する議員が、当該訴訟の提起及び追行を端緒として、その過程でその結
果として地方公共団体の保有する情報や資料を取得することはあり得るとこ
ろ、これらの取得した情報や資料を、当該訴訟の追行とは別途に、議会活動に
関して、その基礎となる調査研究又は議会審議に必要な資料の作成や議会活動
の広報等に用いるために費用が支出された場合には、その費用が本件使途基準
の調査研究費又は資料作成費や広報費等の他の項目に該当するとみる余地があ
り、当該情報や資料が住民訴訟を端緒として得られたものであることから直ち
に当該支出がおよそ本件使途基準に適合しない支出であるとまではいい難い」
といい、こうした考慮を以て本件３支出が違法又は不当であるか否かを具体的
に判断するのである。その結果控訴のための手数料及び納付郵券に用いるため
に購入した収入印紙と切手の費用２万8350円の支出は議員による住民訴訟の
提起及び追行それ自体のための費用の支出であって、規程５条が定める別表に
掲げられた使途基準のいかなる項目にも該当せず、この支出について返還を命
じた目黒区長の本件処分を違法として取り消すべきものとした原判決は破棄を
免れないとされるが、他方情報公開条例に基づく請求により貸出しを受けた録
音テープの反訳、ダビング代と口頭弁論期日における目黒区職員の証言及び原
告本人の供述の速記録代合計10万7375円の政務調査費からの支出は、規程の定
める使途基準の「資料作成費」又は「広報費」の項目に該当する支出であると
みることができ、そうした支出を違法又は不当として返還を命じた目黒区長の
本件処分を違法として取り消すべきものとした原判決の判断は結論において是
認することができるとされるのである。
　こうした最高裁の判断のうち筆者は政務調査費からの控訴に係る費用の支出
と目黒区職員の証言及び原告本人の供述の速記録の作成に係る費用の支出につ
いての判断には賛成するが、録音テープの反訳、ダビングの費用の支出につい
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ての判断には疑問を感じる。
　控訴のための費用は二審判決のように住民訴訟の提起、追行も議員の調査研
究の一環であると割り切れば、その訴訟に係る費用一切は調査研究に係る費用
ということになり、政務調査費からの当該費用の支出も適法ということになる
が、最高裁判決のように自己完結的な争訟制度である住民訴訟の目的や性質は
議会の議員活動の基礎になるものとして情報や資料を収集する調査や研究のそ
れとは異なるという立場に立てば（そして筆者もそれが妥当だと考えるが）、
印紙代や切手代の支出は議員による住民訴訟の提起及び追行それ自体のための
費用の支出であって、政務調査費の使途として定められた調査研究あるいはそ
の他の項目のための費用の支出とみるべき要素はないから、目黒区長によるそ
の返還命令は正当であり、それを違法として取り消した原判決は妥当ではな
く、また目黒区職員の証言や原告本人の供述の速記録の作成は訴訟の提起や追
行とは関わりのない、ただ訴訟の過程で現れた事項を以後の議会における議員
活動の資料、あるいは市民に対する広報の材料とするための文書化であり、別
表の定める使途基準のうちの「資料作成費」あるいは「広報費」という項目に
該当するとみなされるから、その費用の政務調査費からの支出を違法として返
還を命じた目黒区長の本件処分を取り消した原判決は妥当であって、この２件
についての最高裁の判決はこうして納得できるものの、録音テープの反訳、ダ
ビング代の政務調査費からの支出を速記録の場合と同様に「資料作成費」又は
「広報費」の支出として適法とする最高裁の判断には筆者は納得できないとこ
ろがあるのである。
　なぜなら録音テープの反訳、ダビングは本来訴訟の提起及び追行のためにな
されたのであって、それがその後議会における質疑等の議員活動の資料あるい
は市民への広報の材料となったとしても、それはいわば本来の使途を転用した
ものであり、もちろんそうした転用自体は何ら差し支えないとしても、そのよ
うな転用的利用までも資料作成又は広報という項目に該当するとすることは、
住民訴訟の提起及び追行と議員活動の基礎となるものとして情報や資料を収集
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する調査や研究の活動を区別する最高裁の基本的立場にいささかそぐわないよ
うに思えるのである。最高裁は、「録音テープは、被上告人が目黒区長に対し
別件住民訴訟の証拠及び参考にするとしてその開示を請求し、これを受けて開
示されたものではあるものの、そのことをもって直ちに、これを文書化した資
料が上記のとおり別件住民訴訟と別途に議員としての議会活動のために用いら
れるものとなって、その文書化の費用が本件使途基準のいずれかの項目の該当
する余地のあることが否定されるというものではない」というが、なぜ、「否
定されるものではない」といえるのか、その理由が判然としない印象を受ける
のである。
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